
地方分権改革の確実な取組みを求める意見書

２００６年１２月に「地方分権改革推進法」が制定され、現在、地方交付税、

国と地方の税源配分等の財政上の措置のあり方を含めて、地方分権改革推進委員

会で議論されているところである。

しかしながら、地方分権改革推進委員会が昨年１１月の「中間的な取りまとめ」

で求めた「個別の行政分野・事務事業の抜本的見直し・検討」に対して、関係府

省は、国の出先機関の見直しを始め、統一性の確保、広域調整の必要性といった

抽象論や論理のすり替えに終始し、ゼロ回答を続けているところである。

地方分権改革推進委員会が示した第１次勧告における一般国道の維持管理権限、

農地転用許可制度、福祉施設に関する基準など、各行政分野・事務事業にわたる

見直し・検討項目の多くは、地方からの問題提起を受け、これまでもさまざまな

場面で議論されてきたものである。

今後、第二期地方分権改革に向けたこれらの事務事業等について、国から地方

へ権限を移譲し、国の関与を廃止・縮小する方向で、真摯な検討及び確実な取組

が行われなければならない。

よって、国においては、真に自立的な地方行財政運営を実現するため、みずか

らの権益にとらわれることなく、国から地方への権限移譲等を進めるとともに、

２０１０年春までの「新分権一括法案」の提出に向け、必要な法制上の措置及び

地方への税財源の移譲につながる税財政制度の抜本的改革などに全力で取り組ま

れるよう強く要望する。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。
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